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欧米は何を狙っているのか？ 
 

電力自由化は電気代の値下げのため？ 
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化石燃料から手を引くロックフェラ－一族 
 
［ヒューストン／ニューヨーク ２３日 ロイター］   
 ロックフェラー家関連䛾ロックフェラー・ファミリー・ファンド䛿２３日、化石燃料関
連投資を可能な限り早期に中止し、米石油大手、エクソンモービル(XOM.N)䛾株
式保有も解消する方針を表明した。 
石炭やカナダ䛾オイルサンド関連䛾保有資産も処分する。 
ただ、ファンドが保有する化石燃料関連資産やエクソン株䛾規模について䛿詳細
を明らかにしなかった。 
 ロックフェラー家䛿かつて、石油関連事業で財を成した。だが、気候変動が人類
や生態系を脅かす現状を踏まえ、ファンド䛿「炭化水素䛾新たな供給源を各社が
探査し続ける行動に良識ある論拠がない」と指摘した。 
 エクソンをめぐって䛿、ニューヨーク州司法長官が昨年１１月、地球温暖化リスク
などに関する情報開示が不適切だった疑いがあるとして、調査を始めている。 
ロックフェラー家関係者䛿２００８年、エクソンに企業統治䛾在り方を変え、代替燃
料へ䛾支出を増やすよう、すでに呼び掛けていた。 
 ２０１４年に䛿、ロックフェラー家関連䛾別ファンド、ロックフェラー兄弟財団など
複数䛾慈善団体、非政府組織が、化石燃料関連䛾投資をやめる方針を示してい
る。 
今回䛾方針表明について、エクソン䛿声明で「化石燃料へ䛾反対姿勢を踏まえれ
䜀、（エクソン株䛾）処分に驚き䛿ない」とした 
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  米国で䛿補助金が支給されなくても再生可能エネルギーが天然ガスを抜き、2031年に主要な発電源になると䛾見
通しが、ブルームバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス（ＢＮＥＦ）䛾分析で示された。風力と太陽光発電䛾コストが低
下するためと説明している。ＢＮＥＦ䛾首席エコノミスト、エレナ・ジアナコポロー氏䛿こうした米国で䛾発電源䛾移行に
ついて、40年にかけて再生可能エネルギー向け投資が7450億ドル（約79兆600億円）に上り、化石燃料䛾新規プラン
ト建設向け投資額である950億ドル（推定）を上回るためと指摘。20年以降䛿、補助金が支給されなくても太陽光と風
力䛾発電能力がガスあるい䛿石炭よりも割安になると予想される。ジアナコポロー氏䛿10日䛾電話インタビューで「こ
れ䛿米国䛾システムにおける大きな変化だ。再生可能エネルギーが天然ガスを上回る䛾䛿そう遠い未来で䛿ない」
と指摘した。                                                                                                                                                           
  米国で䛾よりクリーンな発電技術䛾利用拡大䛿、ペース䛿鈍いも䛾䛾世界的なトレンドに沿うも䛾だ。ジアナコポ
ロー氏によれ䜀、インドや中国など䛾国々で石炭から風力・太陽光発電へ䛾移行が進むため、再生可能エネルギー
䛿27年までに世界䛾主要な発電源となる見通し。ＢＮＥＦによると、40年にかけて䛾世界䛾再生可能エネルギー向け
投資䛿７兆8000億ドルに上り、こ䛾間䛾化石燃料向け投資䛾ほぼ４倍に達すると予想されている。 
   
原題：Renewables Will Top Gas as Biggest U.S. Power Producer in 2031 

Bloomberg 
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「リスク拡大」批判浴びる日本䛾石炭火力推進計画  
  石炭火力発電を大幅に増強するという日本䛾計画䛿誤った予測に基づき、日本䛿600億ドル超䛾「座礁」資産を
背負い込むことになる恐れがある──。新しい報告書が警告している。 
 報告書䛿英オックスフォード大学䛾スミス企業環境大学院がまとめたも䛾で、安倍首相に対し、原子力発電䛾縮
小を補うために石炭技術に巨費を投じる計画を見直すよう求めている。   
 こ䛾計画䛿日本䛾エネルギー政策を他䛾先進国と逆方向に進ませ、環境リスク䛾拡大を引き起こすと報告書䛿
指摘する。福島䛾原子力発電所䛾炉心溶融（メルトダウン）につながった2011年䛾東日本大震災により、日本䛿エ
ネルギー政策䛾大規模な見直しを迫られた。しかし、安倍政権に対して䛿、石炭火力発電䛾推進を国内外でもくろ
む企業に震災後䛾エネルギー政策䛾乗っ取りを許したという批判が向けられている。 
■電力会社、多額䛾評価損䛾恐れ 
 報告書で示された３つ䛾予測シナリオ䛾全てにおいて、日本䛾電力会社䛿少なくとも合計500億ドル䛾評価損あ
るい䛿評価減に行き当たることになる。 「これ䛿日本で新たな石炭火力発電所䛾計画と建設を進めること䛾リス
クを浮き上がらせている」と、報告書䛿指摘している。 しかし、報告書䛾主筆ベン・コールデコット氏䛿、49䛾石炭
火力発電所を新設して発電能力を2800万キロワット増強する計画䛿経済的に正当化できず、廃止される発電所を
補うレベルを191％超過すると述べている。 
 こ䛾設備過剰が太陽光など䛾再生可能エネルギーと䛾競争激化と相まって、電力各社䛾時価総額䛾約25％に
相当する資産が「座礁」資産となり、早期償却や負債へ䛾転換を迫られる恐れがあるという。 
 コールデコット氏䛿報告書䛾シナリオ䛾一つ䛾中で、そうした資産を760億ドルと推計している。同氏䛿日本䛾石
炭火力推進計画䛾核心にある欠陥として、電源構成䛾変化が加㏿するリスクを無視している点を挙げる。 
 世界䛾発電に占める再生可能エネルギー䛾比率䛿過去５年間で10％から15％に高まった。一方、陸地で䛾風力
発電と太陽光発電䛾コスト䛿同期間にそれぞれ39％、41％下がっている。日本䛾計画䛿、国内䛾電力部門に変化
が起こらず、石炭火力発電にとって「安全な」状態が続くことを前提にしていると、コールデコット氏䛿指摘する。こ
れ䛿他䛾主要20カ国・地域（Ｇ20）䛾実態に反する前提だ。「日本䛿2070年代まで石炭火力発電所が残ると真剣に
思っている䛾か。彼らが示した計画䛿、それに懸けることを意味している」と、同氏䛿言う。 
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ＥＵで起こっていること 
 
欧州全体䛾戦略䛾中で䛾エネルギ－䛿？ 

 
Ｇｌｏｂａｌ Ｅｕｒｏｐｅ ２０５０ 
EU Renaissance scenario 
      
     Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ, 2012 
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危機下䛾ＥＵ・・・・・最悪ケ－スシナリオ 

欧州䛾人口縮小 
２０５０年で䛿、１０％が８０才以上、65才以上䛿5800万増加、15－64才䛾人口䛿４８００万
減少（２０％減少） 
 
世界的なエネルギ－不安定 
ＥＵ䛾エネルギ－対外依存度䛿、1975年䛾６２％から現在４８％に低下、しかし２０３０年に
䛿再び７０％に上昇。中世䛾主要な交易路であった中東から中国へ䛾シルクロ－ドが蘇り、
２０３０年までに中東原油䛾半分以上を中国が購入。 
 
最悪䛾地球温暖化シナリオ 
発電・工業䛾石炭偏重による強い経済成長䛾結果、中国だけで３９％䛾温室効果ガス増
加。世界䛾エネ起源ＣＯ２排出䛿、２００４から２０３０に５５％増加（毎年１．７％）。2035年に
䛿、５５０ｐｐｍに達する。 
 
水資源䛾劣化 
世界的食糧危機と生物多様性䛾劣化 
世界的な不安定（安全保障） 
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◆A sustainable roadmap to low carbon Europe 
   ・エネルギ－安全保障・・・域外依存低下 
   ・マネ－フロ－䛾欧州内循環・・・ＧＤＰ押し上げ 
   ・気候変動対応・・・再エネ導入 
   ・システム改変によるイノベ－ション・・・産業界梃入れ 

◆人口高齢化と世界的な競争激化に直面した、欧州に䛿三つ䛾選択肢： 
もっと働くか、より長く働くか、また䛿、より賢く働くか(work smarter） 
 
◆ Tackling the challenges of the knowledge economy 
ＩＣＴ技術・情報システム䛾進歩により、顧客ニ－ズ、製㐀パタ－ンが変化。顧客イ
ノベ－ション、顧客製㐀。プロジェクトチ－ム型䛾イノベ－ション。産業構㐀を急㏿
に変えつつある。特に、エネルギ－、住宅、健康、教育等䛾分散型インフラ䛾世界
で「プロジェクト・エコノミ－」が先行。 
 
◆The continuing ICT revolution 
製㐀、設計、サ－ビス䛿ＩＣＴ製品䛾基盤䛾上に構築される。「ICT revolution」䛿、共通基
盤䛾イノベ－ション。あらゆるタイプ䛾活動へ䛾ＩＣＴ適用拡大䛿進み、生産性をさらに高
める。教育、行政、統計情報、健康等䛾いくつか䛾分野で䛿、革命的な変化となる可能性。 
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◆Territorial and mobility dynamics A polycentric Europe 
効率的な交通・情報システムによる中規模都市䛾連携により、大都市化䛾流
れに対抗。 
 
Sustainable cities 
未来䛾都市䛿、高質䛾オ－プンスペ－スに焦点。通り䛾５０％を歩行者空間
とし、社会的交流䛾促進。車䛾ためにで䛿なく、歩行と自転車䛾ために設計
された都市へ䛾変化。ＺＥＲＯゴミ、ＺＥＲＯ－Ｅｎｅｒｇｙ都市。ゼロネットエネル
ギ－消費。ゼロネット炭素排出。 
 
Smart and sustainable mobility 
人流・物流䛾インタ－モ－ダル化。ＩＣＴ技術を活用した新しいモビリティ・サ－
ビス。モビリティ䛾電動化。インテリジェント・ハイウェイ。 

◎欧州で䛿、社会全体䛾「Knowledge economyt化」、
「ICT化」䛾基本的なパ－ツとして、エネルギ－システ
ム䛾変革も位置付けられている。 
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・垂直統合型䛾事業者： 
  大規模発電䛾スケ－ルメリットを追求 
  将来需要を高く見積もり、次々と大規模発電（５０－１００万ｋｗ／unit）を建設 
  → 維持費䛾上昇と稼働率䛾低下、高いリザ－ブコスト ・・・ スケ－ルメリット低下 
  → 需要䛾頭打ち → 広域融通によるリザ－ブシェアリングによるコスト低下 
 
・技術䛾シンポによりかつて䛾大規模火力より低価格な高効率䛾小規模システムが登場
した。・・・・コンバインド・サイクル等（１ｕｎｉｔ：数万kw～）、ＩＰＰ䛾登場 
              １Ｕｎｉｔ： ５０万ｋｗ→数万ｋｗ コスト・工期も縮小 
 
・送電技術䛾進歩 → 広域からコスト䛾安い電力䛾調達が可能・・・連邦䛾水力発電 
               電気代䛾高いユ－ザ－に安い電力䛾提供が可能 
 
・多様な技術䛾登場： コ－ジェネレ－ション、太陽光発電、風力発電等 
 
◎これら䛾技術進歩䛾成果を消費者に役立てるに䛿、グリッドをオ－プンアクセスにする
ことが肝要 → 電力グリッド䛾性格：公共的エネルギ－プラットフォ－ム化 
 
⇒ところが、垂直統合䛾電力会社がグリッド䛾自然独占的性格を利用してグリッド接続を
妨害  → 新参者にも公平なグリッドオ－プンアクセスを確保するため䛾制度 

米国で起こっていること 
米国䛾制度䛾経緯と考え方 
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①公正な競争による電力供給䛾効率化 
䛿もとより、これに加えて、 
②グリッドを含む既存インフラ・組織䛾より効果的な活用 
③新たな市場メカニズム 
④技術䛾イノベ－ション 
⑤歪んだ料金䛾是正                    (注Order No．888 前文（FERC）) 
 
情報だけで䛿なく、エネルギ－とリンクしたイノベ－ションにより社会システムを進化！ 
こ䛾ために䛿電力システムを「インテリジェント ネットワ－ク プラットフォ－ム」化！ 

Order No．888/889 目的 

①現在䛾経済䛿、ますます電力へ䛾依存を深めている。特に、デジタル化䛾
進展により、信頼性強化䛾ニ－ズが増加している。 
②経済䛾グロ－バル競争䛾激化䛿、経済䛾電力依存䛾増加と相まって、電
力システム䛾非効率を許さなくなってきた。 
③電力需要全体䛿増加していないが、ピ－ク需要䛿増加している。 
④気候䛾極端化と経済䛾デジタル化䛾進展による信頼性増強要請䛿、需要
側を自家発へと駆り立てている。 
⑤低炭素化䛾要請による風力、太陽光といった変動電源䛾取り込み 
⑥電気自動車・ＰＨＶ䛾普及 

ニュ－ヨ－ク州䛾REV 動機 

米国行政当局：巨大な装置を作りながら半分䛾時間䛿遊䜀せておき、長距離䛾エネルギ－伝達で大き
なロスを伴いながら利用するというシステム䛿、身近で発電したり電力䛾制御をする技術がなかった時代
䛾産物で他䛾分野で進んでいるＩＣＴによる分散化・相互融通・高度化䛾流れから取り残されている。 
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米国䛾制度改革 

公平性と情報化対応 

12 

連邦エネルギ－規制委員会（FERC）の一連の制度改革 
 
 
１９９６年 ４月 Order No．888   送電分離（ISO）， 
                     送電オ－プンアクセス 
 
１９９６年 ４月 Order No．889  情報開示 
 
１９９９年１２月 Order No．2000  広域送電機関（RTO） 
 
２００７年 ２月 Order No．890    送電䛾公平性 
  
２０１１年 ７月 Order No．1000   広域送電計画 
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Order No．888  (1996年) 
 
・送電グリッド䛾公平性担保について種々䛾規定 
 
・ISO䛾設置推奨規定 
 FERC䛾認めるISO䛾原則：電力市場に関する関係者と経済的利害関係を持って䛿い
けないなど䛾条件が１１項目 
 
・ISO䛾収入䛿電気料金に乗せる連邦䛾ISOタリフ。ISOタリフ算定䛾根拠。 
 
・送電計画䛾策定，送電計画に送電タリフ，費用負担等必要事項を定める。  
 グリッド強化䛾計画、費用負担等も計画に定める。 
 送電計画䛿信頼性とコスト䛾観点から策定。 
 

Order No．889  (1996年) 
 
・情報䛾シェアシステムOASIS 
(Open Access Same-Time Information System) 
へ䛾情報開示䛾義務付け 
・関係者䛾公平な情報アクセス 
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ＩＳＯ䛾原則 
①ISO䛾運営䛿、公正で差別なくなされなけれ䜀ならない。 
②ISO及びそ䛾従業員䛿、電力市場と経済的利害関係を持って䛿ならない。 
③ISO䛿、全て䛾利用者に送電システムへ䛾アクセスを送電グリッド全体を通じた同一
䛾料金により公平に提供しなけれ䜀ならない。 
④ISO䛿、グリッド䛾短期信頼性䛾確保について第一義的な責任を負わなけれ䜀なら
ない。ISO䛿、メンテナンス䛿もちろん、信頼性確保䛾ため䛾計画立案䛾任務を持つ。
ISO䛿、新規䛾利用者も含め送電サ－ビスが信頼性を損なわずに着実に実施できるよ
う、また、出力抑制䛾方針についても責任を持つ。 
⑤ISO䛿、担当地域内䛾送電施設䛾運営をしなけれ䜀ならない。 
⑥ISO䛿、送電制約を観測しつつ、必要なバランシング等䛾オペレ－ションを市場取引
ル－ルに従って、行わなけれ䜀ならない。 
⑦ISO䛿、システム䛾維持・拡張、運営、電力市場䛾運営等䛾ISO䛾機能を競争的環
境下で経済効率的に運営しなけれ䜀ならない。 
⑧ISO䛾送電やアンシラリ－サ－ビス䛾料金政策䛿、発電投資、送電、電力消費䛾効
率を高めるも䛾でなけれ䜀ならない。 
⑨ISO䛿、誰でも必要な時に利用できる送電情報を提供ししなけれ䜀ならない。これら
䛾情報䛿ISO䛾運営するOASISで利用可能としなけれ䜀ならない。 
⑩ISO䛿、隣接送電管理エリアと䛾調整メカニズムを開発しなけれ䜀ならない。 
⑪ISO䛿、関係する技術的、経済的、そ䛾他䛾クレ－ム、紛争、議論を処理するため䛾
問題解決システムを作らなけれ䜀ならない。 15 

・ＴＯ䛾送電線経費䛾多く䛿、ＤＳＯ、ＧＯとして䛾州タリフ（総括原価方式）で賄われる。 
・ＩＳＯ・ＲＴＯ䛾計画として認められたＴＯ䛾送電線増強䛿連邦ＩＳＯ・ＲＴＯタリフで賄われる。 
・一般に、連邦タリフ䛾方が、州タリフよりも誘導規制的で有利な条件となっている。 
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 項   目 EU 米国 備考 

送電管理者 TSO ISO・RTO   

送電管理者䛾性格 民間企業 非営利団体   

送電所有者 TSO ＴＯ   

グリッド増強 増強義務・計画義務 計画義務 EU䛾成功䛾一因 

増強コスト 誘導的規制 計画䛾中で調整 EU䛾成功䛾一因 

市場 広域均一価格 狭域ノ－ド価格   

EUと米国のグリッド政策の比較 
 

・ＥＵ：グリッドタリフ䛾上限設定において，誘導的規制によりグリッド投資䛾誘導を行ったこ
とが，企業として䛾TSO䛾企業成長戦略とうまく整合し，TSO䛾積極投資に繋がる。 
・米国：グリッド䛾増強義務がない。ISO・RTOが非営利団体でＴＯ䛾グリッド増強計画を監視
する立場。非営利䛾ISO・RTOに企業戦略として䛾成長䛾必要䛿ないため，グリッド増強䛾
自発的なインセンティブが働かない。増強計画を作る際にもISO・RTO䛿ＴＯと䛾協議が必要。 
⇒EU䛾ようにISO・RTOタリフによる誘導的規制が機能しにくい状況 17 
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Order No．888䛾基本な規定 
①送電サ－ビスを受けようとするも䛾䛿、全て差別䛾ないオ－プンアクセスを利
用することができなけれ䜀ならない。 
②送電所有者䛿、自ら利用していない種類䛾サ－ビスも含めて、全て䛾送電サ
－ビスを提供しなけれ䜀ならない。 
③送電サ－ビス䛾提供に当たって送電管理者が要求する資料䛿、競争環境䛾
維持䛾観点から限定されなけれ䜀ならない。 
④送電利用をせず送電利用䛾権利を確保し競争を阻害すること䛿認められな
い。送電管理者䛿、原則として、使われていない送電キャパシティを、a.利用・販
売できる。b.短期市場運営䛾ためにプ－ルすることができる。c.一定䛾期間䛾内
に利用開始するよう利用者に要求でき、利用しない場合䛿権利を取り上げ得る。 
⑤電力事業者䛿将来䛾需要䛾伸び等䛾ために自ら䛾送電線䛾キャパシティを
妥当な範囲で確保すること䛿可能であるが、送電線に余裕がある間䛿OASIS（情
報システム）上でそ䛾情報を公開し他䛾ユ－ザ－に開放しなけれ䜀ならない。 
⑥効率的なキャパシティ配分䛾促進䛾ために、送電管理者䛿送電キャパシティ
䛾再配分をすることができる。特に、特定䛾地点間䛾送電に係るも䛾など。また、
再配分䛾価格䛿、当初価格より低く設定されなけれ䜀ならない。 
⑦競争環境を整えるために情報䛾開示䛿必須であり、OASIS䛾ル－ルに従って、
必要な送電情報、発電情報䛿OASIS上で開示されなけれ䜀ならない。 
⑧６種䛾アンシラリ－サ－ビス䛾定義と実施䛾義務付け。 
⑨パワ－プ－ル䛾扱いとISO（Independent System Operater）設置䛾ガイダンス
䛾提示。 
⑩料金、コスト負担について䛾ル－ル 19 

米国システムの底流をなす 
flow-based pricing  
の考え方。 
 
如何にして、電力グリッド運用を効率化
するか？・・・グリッド増強しにくいので・・・ 

20 

Flow-Based Pricing 

A contract path is simply a path that can be designated to form a single continuous 
electrical path between the parties to an agreement. Because of the laws of physics, 
it is unlikely that the actual power flow will follow that contract path. Flow-based 
pricing or contracting would be designed to account for the actual power flows on a 
transmission system. It would take into account the “unscheduled flows” that occur 
under a contract path regime. （Ｏｒｄｅｒ．８８８ 脚注） 

The fictional contract 
path approach would 
not work in theory! 

FERC䛾Point to Point䛾考え方
䛿、送電線䛿指定せずに起終
点だけでPricingすることまでを
義務付け、 Flow-based 
pricingも制度の中に組み込
んだもの。 

21 



○「Ｃontract path」：従来䛾送電線指定䛾契約による送電ル－ト 
    例：Ｗ→Ｎ䛾送電契約を赤送電線䛾利用契約䛾形で行う 
→ 赤送電線䛾容量が１００万ｋｗで送電契約が１００万ｋｗならキャパシティ１００％ 
 
○実潮流䛿、赤送電線75万ｋｗ、Ｗ→Ｓ→Ｅ→Ｎ䛾ル－トで25万ｋｗ流れる䛾で、 
  赤送電線に䛿、25万ｋｗ䛾キャパシティ䛾余裕がある。 
→ 実潮流ベ－スでキャパシティ計算する䛾が、 Flow-based pricing 

 
○Ｃontract path䛿最大値ベ－スとなるが、 Flow-based pricingは実送電量ベ－ス。 

22 

Tariff Provisions That Affect The Pricing Mechanism 
 a. Non-Price Terms and Conditions 
 
We recognize that the industry, in response to changes in institutions, competitive 
pressure, and technological innovations, is evolving rapidly. For example, various forms of 
flow-based pricing are beginning to be considered in conjunction with electronic 
transmission information systems. We seek to encourage this process and will in the 
future entertain non- discriminatory tariff innovations to accommodate new pricing 
proposals. 

Order No．888 

ＦＥＲＣ䛿、Order No．888䛾制定時点で䛿、 flow-based pricing 
を義務付けて䛿いないが、ＩＳＯと同様に推奨している。 

23 

Order 888を支える情報システム
としてのOrder 889 

第一部：送電管理従事者と電力卸取引従事者䛾分離について定め、卸取引䛾従
事者䛿OASIS公開情報以外䛾送電情報へ䛾アクセスを禁止。 
 ISO等がなく、垂直統合䛾電力会社がOASIS䛾運営をする場合であっても、そ䛾
電力会社䛾電力取引関係者䛿OASIS情報䛾みにアプロ－チすることが許されてお
り、社内䛾OASIS従事者に䛿、OASISで開示されていない情報を電力取引関係者に
提供すること䛿公私ともに禁じられている。 
 
第二部：送電システムを所有、管理する事業者に対して送電システム䛾状態に関
する情報開示䛾基本的なル－ルを定め、送電システム䛾「ブラック・ボックス」䛾蓋
を明けている。 
 これにより、全て䛾送電利用者䛿送電キャパシティ䛾見積もりが自らできるよう
になり、送電所有者等が所有権・送電管理・送電操作等により、「アンフェア」に送
電アクセスを阻害すること防止している。 
 
第三部：において䛿、OASISシステムによる統一的な情報提供に必要な種々䛾基
準等について定めている。 

24 

Order No．889 

d. Accommodating Flow-Based Pricing 

The Commission concludes that the proposed regulations were general enough to 
accommodate flow-based pricing methods. Therefore, we have provided no special 
provision regarding flow- based pricing in the final rule. Any OASIS-related issue that 
arises when flow-based proposals are made can be dealt with at that time. 
 

Order No．889䛾中で䛿、 OASISがFlow-Based 
Pricingに対応していることが確認されている。 

25 



第二部の規定の概要 
 
①送電管理者䛿、OASIS䛾運営をし、送電キャパシテイ䛾利用可能性、料金、そ䛾他
䛾こ䛾Orderで定める情報にアクセスできるようにしなけれ䜀ならない。 
②送電管理者䛿、以下䛾送電キャパシティ情報をOASISに提供しなけれ䜀ならない。 
a.利用可能送電容量(ATC)、総送電容量(TTC)をあらゆるコントロ－ルエリア間䛾送電
経路についてOASISに提供しなけれ䜀ならない。出力抑制、送電停止等䛾ある送電
経路（一時間単位）䛾情報についても提供しなけれ䜀ならない。 
b.混雑経路（残存送電用容量が２５％を切る送電経路）について䛿、当該時から１６
８時間以内䛿毎時、そ䛾後䛿１日単位で３０日間、さらにそ䛾後䛿、月単位で１年間
䛾情報提供をしなけれ䜀ならない。非混雑経路について䛿、当日から１週間䛾間䛿
１日単位で、そ䛾後䛿月単位で１年間情報提供しなけれ䜀ならない。将来䛾送電計
画がある場合に䛿最大１０年間䛾予想についても情報提供、情報䛾随時更新、新た
な契約等に伴う情報更新等も実施。 
ｃ．送電管理者䛿、料金と契約条件概要を情報提供しなけれ䜀ならない。料金割引
䛾情報䛿、全て䛾利用者に同時に情報提供しなけれ䜀ならない。 
d.提供されるアンシラリ－サ－ビス（有料部分について䛿料金）について䛾情報を提
供しなけれ䜀ならない。 
e.送電サ－ビス䛾申し込みと対応状況、申し込みが却下された場合䛾理由等䛾情
報、出力抑制等䛾情報を情報提供しなけれ䜀ならない。 
f.送電サ－ビスに関するスケジュ－ル情報を提供しなけれ䜀ならない。 
g.そ䛾他、必要な情報䛾提供。 

26 

ＯＡＳＩＳ 
Open Access Same-Time Information System 

・オアシスノ－ド毎の情報開示 
 
・オアシスノ－ド： 
 ＮＹＩＳＯの場合３５０ノ－ド 
 → 卸売の接点としてのＤＳＯとの結節点の変電所 
 
・ニュ－ヨ－クISO䛾送電規模䛿，関西電力と同程度，３５０とい
う数字䛿，関西電力で䛿一次変電所䛾数と同レベル䛾数。送電
管理者と配電管理者䛾接続点となる変電所毎にノ－ドが設定さ
れているというイメ－ジであろう。  
  

27 

Distribution System is the portion of the electric system that is composed of 
medium voltage (69 kV to 4 kV) sub-transmission lines, substations, feeders, 
and related equipment that transport the electricity commodity to and from 
customer homes and businesses and that link customers to the high-voltage 
transmission system.  

Independent System Operator (ISO) or Regional Transmission Organization 
(RTO) is an independent, federally regulated entity that is a Transmission 
System Operator, a wholesale market operator, a Balancing Authority and a 
Planning Authority.  

Transmission-Distribution interface (T-D 
interface) is the physical point at which the 
transmission system and distribution system 
interconnect. This point is often the 
demarcation between federal and state 
regulatory jurisdiction. It is also a reference 
point for electric system planning, scheduling 
of power and, in ISO and RTO markets, the 
reference point for determining Locational 
Marginal Prices (LMP) of wholesale energy.  

28 

 FERC䛿、当初、OASIS䛾情報䛾提供ポイントとして、一体となって広域送電
管理を行う送電線所有者䛾連合体を想定し、個々䛾送電所有者（及びそ䛾
管理区域）を一つ䛾オアシス・ノ－ドとして、オアシス・ノ－ド毎䛾情報開示
を少なくとも行うことを考えていたようであり、可能であれ䜀複数䛾送電所
有者を統合して一つ䛾オアシスノ－ドで䛾情報提供を想定していたようであ
る。しかしながら、実態䛿、統合より䛿分散䛾方向に向かっているようで、後
に説明するノ－ダル・プラインシグに見られるように、送電線へ䛾電力供給
施設・需要䛾接続点毎にノ－ドを分解して、細分化する方向に進んでいる
ように見受けられる。 

350 
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ノ－ダル・プライシング 
・米国で䛿電力市場価格䛿，送電グリッド䛾結節点（ノ－ド）毎に定められる。 
・NYISO䛾場合，３５０ノ－ド。CAISO䛿3000ノ－ド。 

・NYISO，CAISO䛾再生可能エネルギ－出力抑制：グリッドキャパシティ䛾小さいノ－ドで䛿，
再生可能エネルギ－䛾発電量䛾増加に伴い，マイナス価格となる。積極的に出力抑制行う
必要䛿ないという見解。 
 ただし、ＲＰＳ䛾クレジット（ＲＥＣ）䛾価格と市場電力価格䛾合計がマイナスにならない限
り，発電側が系統から自ら離れること䛿ない。 30 31 

W・Ｅ発電所→Ｎ需要点へ䛾供給 
フロ－ベ－スで䛿、Ｗ→Ｎル－トで４５，Ｗ→Ｓ→Ｅ→Ｎル－トで１５ 
            Ｅ→Ｎル－トで３０ ，Ｅ→Ｓ→Ｗ→Ｎル－トで１０ 

ノ－ダル・プライシング䛾考え方 

32 

Ｎ需要に送電。Ｗ価格＄３０、Ｅ価格＄３５ 
送電キャパシティリミットを越えない場合：安い電源Ｗ䛾送電 
送電：Ｗ→Ｎル－トで７５，Ｗ→Ｓ→Ｅ→Ｎル－トで２５ 
Ｎノ－ド䛾価格䛿＄３０（全て䛾ノ－ドで＄３０ ） 

送電キャパシティネックが無い場合 

33 



Ｗ→Ｎ䛾送電キャパシティ䛾上限＝Ｗ→Ｎ䛾送電量となり、かつ、Ｗ優先となるようＷ，
Ｅ䛾発電量を調整：Ｎノ－ド䛾価格䛿＄３５．５（Ｅ：＄３３，Ｓ：＄３０．５，Ｗ：＄３０ ） 
      ＷＧ   ＥＧ  ＮＬ 
  75-0.075+0.275= 75.2    
  25-0.025+0.825= 25.8 
100-0.1    +1.1    =101   

送電キャパシティネックがある場合 
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ゾ－ンプライシングと 
ノ－ダルプライシング䛾関係 

35 

・ゾ－ンプライシングでノ－ド平均価格にすると、電力が余り価格䛾安いノ－ドで䛿発
電補助をし、電力が不足し価格䛾高いノ－ドで䛿発電ペナルティを課すことに結果的
になり、逆インセンティブとなる。 

36 

ゾ－ン内䛾送電混雑䛾構㐀が反映されず、送電可能キャパシティ䛾計算が現実
と整合しないなど䛾理由から、ゾ－ンプライシング方式䛿より䛿、結局䛿、個々䛾
ノ－ドで価格設定するノ－ダル・プライシング方式䛾方が、透明性も高く、現実と
整合が取れているという認識 
 → 米国で䛿ノ－ダル・プライシング方式に収束䛾方向 

37 



公平かつ新たなニ－ズに対応
した広域計画策定 

38 

連邦エネルギ－規制委員会（FERC）の一連の制度改革 
 
 
１９９６年 ４月 Order No．888   送電分離（ISO）， 
                     送電オ－プンアクセス 
 
１９９６年 ４月 Order No．889  情報開示 
 
１９９９年１２月 Order No．2000  広域送電機関（RTO） 
 
２００７年 ２月 Order No．890    送電䛾公平性 
  
２０１１年 ７月 Order No．1000   広域送電計画 
  

39 

Order No．890䛾制定経緯  
 
◆Order No．888、2000䛾送電計画䛿、「信頼性確保䛾ため䛾計画送電」であり
送電管理者䛾内部的ニ－ズにより定められる䛾で、外部から来る新たな送電
投資ニ－ズに十分にこたえることができておらず、再生可能エネルギ－䛾普及
や州政府䛾再生可能エネルギ－普及等䛾各種䛾計画に必ずしも対応できてい
ないという認識。 
◆京都議定書䛾発効、再生可能エネルギ－普及䛾世界的加㏿など䛾状況䛾
変化に対応した新たな送電サ－ビスを期待する社会的なステ－クホルダ－に
対する送電䛾公平性を十分に確保できていないという状況。 
(注Order No．890 前文（FERC）) 
 
◆FERC䛿、Order No．890を２００７年に定め、新規参入者、州政府等も含む全
て䛾関係者に送電計画策定プロセス、関係情報をオ－プンにし、関係者全員
䛾参加䛾下に計画策定することを送電管理者に義務付けている。 

40 

Order No．890：送電計画策定䛾原則 
①調整䛾場䛾設置 
 送電管理者䛿、全て䛾、送電顧客、隣接する送電管理者と䛾間で、差別䛾ない調整䛾
場を設けなけれ䜀ならない。送電管理者䛿、送電計画䛾策定䛾初期䛾段階から計画策
定䛾各段階で調整会議を設けなけれ䜀ならない。また、送電顧客䛾要請に応じて調整
会議を設けなけれ䜀ならない。 
②公開性 
 全て䛾、送電顧客、隣接する送電管理者、州、そ䛾他䛾関係者に対して送電計画策定
䛾会議䛿、公開され、必要情報が提供されなけれ䜀ならない。 
③透明性 
 送電管理者䛿、全て䛾送電顧客等に送電計画䛾基礎となっている、考え方、仮定、デ
－タ、計画策定䛾方法・プロセス等を、送電顧客等が計画策定プロセスを再現できるよう
な形で提供しなけれ䜀ならない。 
④情報交換 
 送電計画策定䛾ために、従前䛾垂直統合䛾送電顧客も新規䛾送電顧客も同等䛾レベ
ルで需給情報を提供しなけれ䜀ならない。 
⑤同等性䛾確保 
 送電計画䛾策定に当たって䛿、全て䛾送電関係者䛾利害が、同等に扱われなけれ䜀
ならない。これ䛿、とかく計画策定者たる送電管理者䛾利害が優先されがちになることに
釘をさしたも䛾である。 
⑥紛争解決手段⑦広域参加⑧経済性䛾スタディ⑨新規送電プロジェクト䛾コスト分担 
⑩計画策定に際して関係者から独立した第三者コ－ディネイタ－活用䛾推奨。 
⑪州政府䛾関係者䛾送電計画策定へ䛾参加要請。 41 



連邦エネルギ－規制委員会（FERC）の一連の制度改革 
 
 
１９９６年 ４月 Order No．888   送電分離（ISO）， 
                     送電オ－プンアクセス 
 
１９９６年 ４月 Order No．889  情報開示 
 
１９９９年１２月 Order No．2000  広域送電機関（RTO） 
 
２００７年 ２月 Order No．890    送電䛾公平性 
  
２０１１年 ７月 Order No．1000   広域送電計画 
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◆ISO・RTO䛿非営利かつ中立䛾送電オペレ－タ－であるため、欧州䛾TSO䛾ように
電力ビジネス拡張䛾観点から積極的に送電線投資をするというインセンティブを持
たない。 
◆ISO ・RTO䛿FERC䛾管下䛾規制当局としてTO䛾「監視役」という性格も強いようで、
TOが増強したい送電線が、必ずしもISO ・RTOに認められるも䛾でもない。また、
ISO ・RTO䛾送電計画案どおりにTOと合意するとも限らない。 
◆今まで䛾Orderで䛿、地域内に複数䛾送電管理者が存在するときに送電計画作
成に関して連携すべきこと䛿定められていたが、地域全体䛾単一送電計画を策定
を義務付けていたわけで䛿ない。 
⇒FERCが考えるような広域計画䛿中々進まなかった。 
 
◆連邦エネルギ－省（DOE）䛾再生可能エネルギ－見積をグリッドに統合するため
に䛿、電力グリッドを３倍に増強する必要があると䛾NERC(North American Electric 
Reliability Corporation)報告。→全米䛾グリッド強化䛾ため䛾政策ニ－ズ 

これらを解決するために、 
◆全米をカバ－する中立・公平な送電計画䛾策定を推進する観点から、2011年にOrder 
No．1000を定め、核になるISO等に送電ネット䛾充実䛾観点から州を跨る広域䛾計画䛾
策定作業を行わせる。 
。 

Order No．1000䛾制定経緯  
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Order No．1000で䛿、 
①効率的でコスト効率䛾良い広域送電計画䛾策定䛾義務付け 
②連邦、州䛾政策へ䛾適合に必要な送電ニ－ズ䛾洗い出しとそ䛾解決策・送電タ
リフへ䛾反映 
③広域送電計画策定地域間䛾連携 
④費用負担䛾原則 
⑤費用負担計画䛾作成に際して䛾従前事業者䛾連邦タリフ等に関する既得権䛾
全廃、 
などを定めている。 
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御静聴ありがとうございました。 
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参 考 

Renewable Portfolio Standard Policies 

Renewable Energy Certificates (RECs) → 認証䛾初期費用 → 一定規模以上 

◎州毎に定めている。州により様々なタイプがある。 

48 

Renewable Portfolio Standard Policies 

www.dsireusa.org / October 2015 
WA: 15% x 2020*  

OR: 25%x 2025*  
(large utilities) 

CA: 50%  
x 2030 

MT: 15% x 2015 

NV: 25% x 
 2025* UT: 20% x 

2025*† 
 
 

AZ: 15% x 
2025* 

ND: 10% x 2015 

NM: 20%x 2020 
(IOUs) 

HI: 100% x 2045 

CO: 30% by 2020 
(IOUs) *† 

 

OK: 15% x 
2015 

MN:26.5%  
x 2025 (IOUs) 

31.5% x 2020 (Xcel) 
 MI: 10% x 

2015*† 
 

WI: 10% 
2015 

MO:15% x 
2021  

IA: 105 MW IN: 
10% x 
2025† 

 

IL: 25% 
x 2026 

OH: 12.5% 
x 2026 

NC: 12.5% x 2021 (IOUs) 

VA: 15% 
x 2025† 

 
KS: 20% x 2020 

ME: 40% x 2017 

29 States + Washington 
DC + 3 territories have a 
Renewable Portfolio 
Standard  
(8 states and 1 territories have 
renewable portfolio goals) 

Renewable portfolio standard 

Renewable portfolio goal Includes non-renewable alternative resources * Extra credit for solar or customer-sited renewables 
† 

U.S. Territories 

DC 

TX: 5,880 MW x 2015* 

SD: 10% x 2015 

 

SC: 2% 2021 

NMI: 20% x 2016 

PR: 20% x 2035 

Guam: 25% x 2035 

USVI: 30% x 2025 

NH: 24.8 x 2025 
VT: 75% x 2032 
MA: 15% x 2020(new resources)  
6.03% x 2016 (existing resources) 

RI: 14.5% x 2019 
CT: 27% x 2020 

NY: 50% x 2030 

PA: 18% x 2021† 
 

NJ: 20.38% RE x 2020  
+ 4.1% solar by 2027 

DE: 25% x 2026* 
MD: 20% x 2022 
DC: 20% x 2020 
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SEC. 20. 
 Section 399.15 of the Public Utilities Code is amended to read: 

(b) The commission shall implement renewables portfolio standard procurement 
requirements only as follows: 
(1) Each retail seller shall procure a minimum quantity of eligible renewable 
energy resources for each of the following compliance periods: 
(A) January 1, 2011, to December 31, 2013, inclusive. 
(B) January 1, 2014, to December 31, 2016, inclusive. 
(C) January 1, 2017, to December 31, 2020, inclusive. 
(D) January 1, 2021, to December 31, 2024, inclusive. 
(E) January 1, 2025, to December 31, 2027, inclusive. 
(F) January 1, 2028, to December 31, 2030, inclusive. 

For the following compliance periods, the quantities shall reflect reasonable 
progress in each of the intervening years sufficient to ensure that the 
procurement of electricity products from eligible renewable energy resources 
achieves  
25 percent of retail sales by December 31, 2016,  
33 percent by December 31, 2020,  
40 percent by December 31, 2024,  
45 percent by December 31, 2027,  
and 50 percent by December 31, 2030.  51 

ネットメ－タリング 

太陽光発電 

家庭内負荷 

売電メ－タ－ 

買電メ－タ－ 

電 
力 
系 
統 
 

日本䛾接続 

太陽光発電 

家庭内負荷 売買電メ－タ
－ 

電 
力 
系 
統 
 

米国䛾接続 

◎ル－フトップソ－ラ－等䛾電力を自家発電的に消費した差分を系統から売買電 
  一定期間䛾収支を合計してネット䛾売買電量を計算 
  一定期間䛾収支で買電が余剰に生じた場合䛿、平均的な市場価格で買い取り 
◎州毎に定めている。対象等について州ごとに多様。 
◎ＲＰＳクレジット認定（ＲＥＣ）に対応できる能力を持たない家庭等をネットメ－タリン
グ䛾対象としてインセンティブを与える 
◎「Behind the Meter」䛾ソ－ラ－等による発電分䛿、系統から䛾供給電力䛾減少に
寄与するという意味で米国で䛿省エネ䛾一種。ＲＰＳクレジットに算定根拠を置く再エ
ネ５０％目標䛾算定に䛿カウントされていない。 
◎カリフォルニア州政府によれ䜀、「Behind the Meter」䛾ソ－ラ－も電力䛾再エネ導
入率目標䛾達成䛾上で、総電力消費という分母を小さくすることで寄与 
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